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第１ 地域の概況

１ 人口及び産業経済の動向及び見通し

（１） 総人口、世帯数及び産業別就業人口の動向及び見通し 

（単位：人、世帯、％）

総人口 総世帯数 産業別就業人口 

うち農 

家人口 

う ち 

農 家 

総就業人口 第１次 第２次 第３次 

うち農業

平成 17 年
4,687

(100)

1,766

(37.7)

1,679

(100)

562

(33.5)

2,598

(100)

655

(25.2)

612

(23.6)

380

(14.6)

1,563

(60.2)

平成 22 年
4,429

(100)

1,600

(36.1)

1,702

(100)

543

(31.9)

2,523

(100)

580

(23.0)

536

(21.2)

368

(14.6)

1,575

(62.4)

平成 27 年

（現況） 

4,048

(100)

1,279

(31.6)

1,642

(100)

479

(29.2)

2,444

(100)

498

(20.4)

463

(18.9)

315

(12.9)

1,631

(66.7)

令和 2年 

（見通し）

4,000

(100)

1,200

(30.0)

1,750

(100)

450

(25.7)

2,400

(100)

450

(18.8)

400

(16.7)

350

(12.5)

1,600

(66.7)

 （注）１ 市町村行政区域に関する数字である。 

    ２ （  ）内は構成比である。 

    ３ 資料：国勢調査、農林業センサス 

（２） 産業別生産額の動向及び見通し 

（単位：百万円、％） 

産 業 別 生 産 額 

総 生 産 額 第１次産業 第２次産業 第３次産業 
うち農業 

平成17年 
15,859

(100)

1,287

(8.1)

1,060

(6.7)

1,596

(10.1)

12,976

(81.8)

平成22年 
12,933

(100)

986

(7.6)

793

(6.1)

1,307

(10.1)

10,640

(82.3)

平成27年 

（現況） 

10,746

(100)

1,274

(11.9)

976

(9.1)

906

(8.4)

8,566

(79.7)

令和2年 

（見通し）

8,066

(100)

1,141

(14.1)

911

(11.3)

678

(8.4)

6,247

(77.1)

 （注）１ （  ）内は構成比である。 

    ２ 資料：市町村民経済計算報告書 
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２ 地域の開発構想

  国道２１２号、４４２号の改良工事の完了に伴い、年々旅行客が増加している。また、阿蘇外輪広域

農道建設事業、西部地区農道整備事業と当町を東西に結ぶ道路が整備され、低利用原野の高度利用によ

り畜産と観光の両面から有機的な開発が期待される。また、原野の高度利用化で大規模畑地造成等を行

い、高冷地野菜の生産振興による、農家の所得の増大を図り経営の安定に資する。 

３ 農業関係法令に基づく各種農業振興計画の概要

計画等名 地域指定・計画策定等年度 指定地域等の範囲 内   容 

野菜振興計画 平成6年5月30日 小国郷 
春、夏、秋、冬大根 

指定産地 

〃 平成14年3月22日 小国郷 ほうれん草指定産地 

〃 平成15年2月18日 小国郷 夏秋きゅうり指定産地 

南小国農業振興 

地域整備計画 
昭和46年10月5日 町全域 

町内全域を農業振興地域と 

し、農用地区域、用途区分 

を明確にし、計画に基づき 

農業の振興を図っている。 

地域農政計画 昭和53年 町全域 

４ 農業関係以外の法令に基づく地域等の指定状況

地域等の名称 指定等年月日 根 拠 法 令 

国立公園 昭和9年12月4日 自然公園法 

過疎地域 昭和46年 過疎振興法 

山村振興地域 昭和41年 山村振興法 

農村地域工業等導入地区 ― 農村地域工業等導入促進法 

特定農山村地域 平成5年 特定農山村法 

 （注）「―」については年月日不明 
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第２ 農業生産の現況及び見通し

１ 重点作目の概要

  高冷地の立地条件をいかし特色ある産地育成をはかるため、畜産経営と園芸振興作目を組み合わせて 

 有機物の還元による有機農業を推進する。又、本町の立地条件に適合した転作作物として、きゅうり、 

 ほうれん草、花卉、飼料作物を中心に安定化をはかり、品質の向上と経営の安定に努める。 

（１）きゅうり 

  露地きゅうりを中心に生産性の安定と労力の配分を行ってきたが、梅雨期における病害の発生による 

 生産の不安定等もあり、今後は雨除け施設の導入により品質の向上と省力化及び生産の安定化を図る。 

 農  家  数 栽  培  面  積 生  産  量 生  産  額 

現      状 42戸 10ha 414t 134,478千円

見 通 し 39戸 9ha 384t 123,720千円

（２）ほうれん草 

  本町の冷涼な気候を活かしたほうれん草の面積拡大に力を入れる。特に品質向上のため、出荷安定の 

 ために、労働力の確保、栽培および予鈴施設の導入を推進し、生産性収益性の安定と向上を図りながら 

 販売面にも力を入れ産地化を目指す。 

 農  家  数 栽  培  面  積 生  産  量 生  産  額 

現      状 38戸 39ha 245t 107,970千円

見 通 し 38戸 30ha 284t 125,157千円

（３）大根 

  本町の大根栽培の特徴は、広大な原野を利用しての経営であるが、連作障害を克服し、安定多収を図 

 る必要がある。この為大規模な畑地造成を推進し、経費の節減と省力化を図り農家経営の安定を図る。 

 農  家  数 栽  培  面  積 生  産  量 生  産  額 

現      状 2戸 23ha 638t 39,866千円

見 通 し 2戸 19ha 583t 36,429千円
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２ 農業生産の動向及び見通し

単位：ha、頭、千羽、t 

作  目 

平成17年 平成22年 
平成27年 

(現況) 

令和2年 

(見通し) 

作付面積

飼 養 

頭羽数 

生産量 作付面積 

飼 養 

頭羽数 

生産量 作付面積 

飼 養 

頭羽数 

生産量 作付面積 

飼 養 

頭羽数 

生産量 

米 
264ha 1,240t 260ha 1,248t 239ha 1,110t 229ha 1,069t

麦  類 
－ － － － － － － －

雑穀豆類 
12ha 69t 10ha 10t 2ha 1t 2ha 1t

い も 類 
5ha 58t 5ha 80t － － － －

野  菜 
－ － － － － － － －

（きゅうり） 
14ha 812t 14ha 1,120t 10ha 414t 9ha 384t

(大  根) 
35ha 931t 35ha 1,060t 23ha 638t 19ha 583t

(ほうれん草) 
63ha 339t 60ha 550t 39ha 245t 30ha 284t

果  樹 
11ha 25t 11ha 25t 11ha 16t 11ha 16t

工芸作物 
7ha － 7ha － 1ha 1t 1ha 1t

養  蚕 
－ － － － － － － －

肉  牛 
9,190 頭 460 頭 9,300 頭 470 頭 6,752 頭 － 6,752 頭 －

乳  牛 
69 頭 126t 69 頭 126t 64 頭 － 64 頭 －

花  卉 
2ha 1,730千本 2ha 2,000千本 2ha 827 千本 2ha 827 千本

にわとり 
－ 24,000 羽 － 25,000 羽 30,230 羽 － － 30,230 羽

 (注) １ 作物欄の（ ）内は重点作目である。 

    ２ 養蚕（桑）欄の〈 〉内は掃立卵量である。 

    ３ 資料：生産農業所得統計、町資料 
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第３ 土地利用の現況及び見通し

１ 農業振興地域の土地利用の動向及び見通し

単位：ha、％

総面積

農 用 地
混牧

林地

農業用

施 設

用 地

小計

混牧林

地以外

の山林

原野

住宅地
工場

用地
その他

農 地
採 草

放牧地
計

Ｈ19 
11,080 

(100) 

591 

(5.3) 

3,445 

(31.1) 

4,036 

(36.4) 

－ 8 

(0.1) 

6,621 

(59.8) 

90 

(0.8) 

－ 325 

(2.9) 

Ｈ24 
11,080 

(100) 

582 

(5.3) 

3,445 

(31.1) 

4,027 

(36.3) 

－ 8 

(0.1) 

6,628 

(59.8) 

96 

(0.9) 

－ 321 

(2.9) 

Ｈ29 

(現況) 

11,084 

(100) 

578 

(5.2) 

3,445 

(31.1) 

4,023 

(36.3) - 

8 

(0.1) 

6,631 

(59.8) 

97 

(0.9) - 

325 

(2.9) 

R4 

(見通し) 

11,084 

(100) 

574 

(5.2) 

3,445 

(31.1) 

4,019 

(36.3) 

- 8 

(0.1) 

6,634 

(59.8) 

98 

(0.9) 

- 325 

(2.9) 

 注：（  ）内は構成比である。 

   資料：確保すべき農用地等の面積の目標の達成状況調査 

２ 森林の混牧林地としての利用可能性

単位：ha

現況混牧林地面積 

（平成30年） 
左以外の森林の混牧林地としての利用可能性 

市町村行政区域 ―  

農業振興地域 

（農用地区域(案)） 

― 

(―) 
― 

そ   の   他 ― ― 

 （注） 「市町村行政区域」及び「その他」には、市街化区域及び用途地域に含まれる混牧林地及び混 

    牧林地としての利用可能地は含まない。 
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第４ 農業生産基盤の現況及び見通し

１ 農地の整備率

 現   況（平成30年） 見 通 し 

田 16％ 20％ 

畑 ― ― 

樹   園   地 ― ― 

 （注）１ 市町村行政区域内の数字である。 

    ２ 田の整備率は30a程度に整備された田の比率である。 

    ３ 畑、樹園地の整備率は農道が幹線、支線ともに完備されたものの比率である。 
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２ 農業生産基盤の整備開発に係る各種事業の実施状況 

事業種目 受益面積 事業費 
主要工事の名称 

及び事業量 
事業主体 

事業着工 

完了(予定)年度 
対図番号 

土地基盤整備事業 
7.51ha

千円

38,686 区画整備7.51ha 南小国町 S53年度 池 田 1 

〃 
4.02ha

千円

26,314 〃  4.02ha 〃 〃 右 田 2 

〃 
2.11ha

千円

29,682 〃  2.11ha 〃 S54年度 中湯田 3 

〃 
5.29ha

千円

118,003 〃  5.29ha 〃 S58～59年度 森 木 4 

〃 
3.28ha

千円

35,095 〃  3.28ha 〃 〃 津 留 5 

〃 
5.69ha

千円

30,802 〃  5.69ha 〃 S60～62年度 田ノ原 6 

〃 
5.21ha

千円

91,000 〃  5.21ha 〃 S61～63年度 脇 戸 7 

〃（県営分） 
60.00ha

千円

〃  60.00ha 熊本県 H3～11年度 中 原 8 

特定中山間保全整

備事業 24.60ha

千円

357,053 〃  24.60ha

森林総合

研究所 H15～22年度 森総研 9 

草地改良事業 
52.8ha

千円

152,000

草地(畑地)造成

52.8ha 南小国町 S55,56年度 滝 下10 

〃 
62.1ha

千円

499,000

〃   

62.1ha 〃 S55年度 上 道11 

〃 
130.3ha

千円

426,000

〃   

130.3ha 〃 S53～55年度 下 道12 

〃 
93.3ha

千円

176,000

〃   

93.3ha 〃 S55年度 間瀬野13 

〃 
89.9ha

千円

256,000

〃   

89.9ha 〃 S53～55年度 赤馬場14 

〃 
45.6ha

千円

120,000

〃   

45.6ha 〃 S55年度 湯 田15 

〃 
39.5ha

千円

137,000

〃   

39.5ha 〃 S54,55年度 扇 16 

〃 
151.1ha

千円

558,000

〃   

151.1ha 〃 S55,56年度 横 野17 

〃 
106.7ha

千円

438,000

〃   

106.7ha 〃 S61～63年度 湯 田18 

〃 
67.9ha

千円

63,000

〃   

67.9ha 〃 S62,63年度 扇 19 

〃 
35.1ha

千円

100,000

〃   

35.1ha 〃 H2～6年度 横 野20 

 農業生産基盤整備状況図  別添 
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第５ 農用地等の保全及び利用の現況及び見通し

１ 経営体数の動向及び見通し 

単位：戸

兼業別内訳 経営耕地規模別内訳 

総経営

体数 

家族 

経営体 

組織 

経営体 

0.5ha 

未満 

0.5～ 

1.0ha 

1.0～ 

3.0ha 

3.0～ 

5.0ha 

5.0～ 

10ha 

10～ 

20ha 

20ha 

以上 

平成17年 391 390 1 88 138 152 8 5 0 0

平成22年 388 386 2 85 137 151 11 3 1 0

平成27年 

(現況) 
347 342 5 69 129 134 8 5 2 0

令和2年 

(見通し) 
331 325 6 63 126 128 8 5 1 0

 （注）資料：農林業センサス 

２ 耕地の拡張及びかい廃 

単位：ha

拡 張 かい廃 自然災害 
人為 

かい廃 

非農林業 

用途への 

転用 

農林道等 

植林 

荒廃農地 その他 

H18～22年 － 15.6 － 15.6 5.5 8.0 2.1 －

H23～27年 

（現況） 
－ 10.2 －

10.
1.9 4.2 4.1 －

H28～R2年 

（見通し）
－ 18.5 － 18.5 1.7 0.6 16.2 －

 （注）資料：農業委員会資料 

３ 農用地等の保全整備に係る各種事業の実施状況 

事業種目 受益面積 事業費 
主要工事の名称 

及び事業量 
事業主体

事業着工完了

(予定)年度 
対図番号

－ 

ha

－ 

千円

－ － － － 

 農用地等保全整備状況図  別添 
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４ 農用地利用集積の現況及び見通し 

単位：ha、％、人 

平成30年 

（現況） 

令和5年 

（見通し） 

担い手の耕作面積計 ①  263ha 288ha 

自作地  197ha 216ha 

借入地・特定作業受託地  66ha 72ha 

借入地  43ha 47ha 

特定作業受託地  23ha 25ha 

耕地面積 ②  1,040ha 1,020ha 

担い手の農地利用集積率 ③ ＝①/② 25.3% 28.2% 

認定農業者数  65 59 

 （注）資料：市町村統計 

５ 権利移動の動向－農用地等の流動化諸方策別 

単位：ha 

農地中間管理事業
農地移動適正化 

あっせん事業
利用権設定等促進事業

その他

売買 賃借 売買 賃借 所有権移転 利用権設定 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 

H28 － － － － － － － － － － 1 1.6 － －

H29 － － － － － － － － － － 0 0 － －

H30 1 0.3 － － － － － － － － 0 0 － －

計 1 0.3 － － － － － － － － 1 1.6 － －

 （注）資料：農業委員会資料 



10 

６ 農作業の受委託及び共同化、地力の維持増進、耕地利用率、裏作導入等の動向 

 農作業受委託 農作業共同化 耕地利用率 裏作導入  

    戸  ha    組織 戸      ％      ha  

H28年 35戸 22.9ha － － －  

H29年 35戸 22.9ha － － －  

H30年 

（現況） 
35戸 22.9ha － － －  

７ 農用地に関する規模拡大等希望戸数及び面積 

単位：戸、筆、ha 

 模拡大の希望 規模減少の希望 

戸     数 面     積 筆     数 面     積 

25戸 8.2ha 267筆 25.3ha 

 （注）資料：町アンケート調査 
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第６ 農業近代化施設整備の現況及び見通し

 事業種目 
受 益 

面 積 

受 益 

戸 数 

事 業 費 

（千円） 

施 設 の 概 要 
事業主体 

事業の着工 

完了(予定) 

年度 

対図 

番号 名  称 数・概要 

生

産

関

係

施

設 

家畜排泄物処

理施設整備事

業 10ha 1戸 53,310

堆肥舎 2棟

2,816㎡

南小国町 62.3.10 1 

生産組織施設

整備事業 
― ― 20,756

育苗施設 1棟

504㎡

南小国町 

農協 
62.3.20 2 

農業近代化施

設整備事業 
― ― 6,070

育苗施設 1棟

378㎡

田の原 

花卉 

育苗組合 

62.3.20 3 

〃 

― ― 35,837

地力増進

施設 1棟

563㎡

南小国町 

農協 
元.2.20 4 

環境保全型畜

産確立対策事

業 ―

7,500

頭 132,829

堆肥舎 1棟

4,800㎡

有限会社 

南牧場 
7.3.10 5 

交流促進施設

整備事業 
― ― 28,192

育苗生産

施設 1棟

990㎡

南小国町 8.3.15 6 

農業生産施設

整備事業 
― ― 106,558

きのこ菌

床培養施

設 
1棟

467㎡

南小国町 8.3.15 7 

流

通

加

工

関

係

施

設 

地域施設 

整備事業 
― 15戸 11,255

農産加工

所 1棟

1,083㎡

中湯田 

地域 

営農集団 

2.3.31 8 

交流促進施設

整備事業 
― ― 283,000

生産物直

売施設 1棟

500㎡

南小国町 8.3.15 9 

〃 

― ― 60,663

生産物直

売施設 1棟

247㎡

南小国町 8.3.15 10 

 ※「―」については数値等を確認できなかったもの。 

  農業近代化施設整備状況図  別添 
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第７ 農業就業者育成・確保の現況及び見通し

１ 新規就農者の動向及び見通し 

新規就農者 

新規青年 

就農者 

(A+B) 

新規学卒 

就農者(A) 
離職就農者 39歳以下

(B) 
40歳以上 

H18～22年 8 0 8 7 1 7 

H23～27年 

（現況） 
10 0 10 9 1 9 

H27～R2年 

（見通し） 
8 0 8 6 2 6 

（注）資料：新規就農者実態補完調査 

２ 農業就業者育成・確保施設の状況 

 施設名称 施設の内容 施設の規模 施設の対象者 事業主体 設置年
対図 

番号 

農作業体験施設 ― ― ― ― ― ― ― 

就農支援施設 ― ― ― ― ― ― ― 

農業情報通信施設 ― ― ― ― ― ― ― 

福祉施設及び 

医療施設
― ― ― ― ― ― ― 

住 宅 ― ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― ― 

 農業就業者育成・確保施設整備状況図  該当なし 
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第８ 就業機会の現況及び見通し

１ 農業従事者の就業の動向及び見通し－専兼業等別 

単位：戸 

統計 
販売農家 

自給的農家 
合計 専業 第１種兼業 第２種兼業 

H17年 562 391 99 90 202 171

H22年 543 386 106 61 219 157

 H27年(現況) 479 341 119 55 167 138

R2年(見通し) 445 323 128 34 161 122

（注）資料：農林業センサス 

２ 農業従事者の就業の現況－他産業別 

単位：人 

区  分 従  業  地 

Ⅰ Ⅱ 
市町村内 市町村外 合  計 

男 女 計 男 女 計 男 女 計 

恒常的勤務 ― 240 140 380 60 35 95 300 175 475

計 ― 240 140 380 60 35 95 300 175 475

自 営 兼 業 ― 210 95 305 55 25 80 265 120 385

計 ― 210 95 305 55 25 80 265 120 385

出 稼 ぎ ― 0 0 0 2 0 2 2 0 2

計 ― 0 0 0 2 0 2 2 0 2

日雇・臨時雇 ― 160 100 260 40 25 65 200 125 325

計 ― 160 100 260 40 25 65 200 125 325

総 計 ― 610 335 945 157 85 242 767 420 1,187

 注）平成17年の数値で、平成18年以降の数値は無し。 
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３ 農村産業法等に基づく開発計画の概要 

 〈計画の概要〉 

地区名 企業数 
施設用地

面積(㎡) 

出荷額又

は売上額 

(百万円) 

雇用従業

員数(Ａ) 
Ｂ／Ａ 

(％) 
主な業種 うち農業 

従事者(Ｂ)

計
画(

年) 

―  － － － － － － 

合計  － － － － － － 

実
績 

(

年) 

― － － － － － － － 

合計 － － － － － － － 

 （注）実績は操業中のものである。 

４ 農業従事者に対する就業相談活動の現況

時   期 推 進 主 体 対象及び参加人数 内   容 

－ － － － 

５ 企業誘致及び企業誘致活動の現況

時   期 推 進 者 対象企業名 内   容 

－ － － － 
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第９ 農村生活環境の現況及び見通し

１ 農村生活環境整備事業等の実施状況 

事業種目 
受 益 

地 区 

受益戸数 

（人 口）
事業費 

主要工事又は 

主要施設名 
事業主体 

事業の着工完 

了(予定)年度

対図 

番号 

営農用水 

施設整備事業 
元中原 121 95,428 水道施設9,753㎡ 南小国町 S54 1 

〃 中湯田 17 23,670 水道施設1,038㎡ 〃 S55 2 

集落環境 

施設整備事業 
中原 55 930 農村広場1箇所 〃 S54 3 

〃 滝下 28 390 農村広場1箇所 〃 S55 4 

〃 瓜上 34 390 農村広場1箇所 〃 S55 5 

〃 和田 6 2,070
生活安全保護施設 

防火水槽1基4t 
〃 S55 6 

自然休養村 

事業 
南小国町 815 166,000

管理センター 

1棟1,100㎡ 
〃 S54 7 

山村振興 

対策事業 
南小国町 1,345 100,000

山村広場施設 

13,150㎡ 
〃 S62 8 

農業集落 

排水事業 
中原 180 1,500,000

管路施設 

9,000㎡ 
〃 H 7 9 

 農村生活環境整備状況図  別添 

２ 農村生活環境整備の問題点

 （１）安全性 

     住民の生命及び財産を守るため、治山、治水、防災体制の整備強化並びに防災施設の整備強化を

図る。集落内、集落間の道路網の整備はもちろんのこと、住民を交通事故から守るため、カーブミ

ラー、ガードレール等の交通安全施設を整備する。給水については簡易水道で供給しているが、今

後干ばつ等の自然災害等に備え水源の確保及び水質向上に努める。 
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 （２）保健性 

     小国郷においては、地域内の医療機関、歯科医、薬局、介護施設及び行政機関等の多職種が連携

して、小国郷医療福祉あんしんネットワークを組織し、認知症カフェの運営、患者情報の共有、在

宅医療の充実等に取り組んでいる。今後も同ネットワークによる取組みや南小国町地域包括支援セ

ンターの運営を通じて、高齢者・障がい者等が住み慣れた地域で暮らし続けられるよう必要な支援

に 

 （３）利便性 

 本町の公共交通機関の状況は、３系統の路線バスが運行しているが全て廃止路線代替バスとして

県・町の補助により運行している。ほかに別府市から本町を経由して熊本市を結ぶ観光バスもある

が、 本数・ダイヤとも住民の利便性の点では非常に劣っている。情報通信の分野では、テレビジ

ョン放送の難視聴解消に努めてきたが、平成１３年度からケーブルテレビ施設を整備し、良好なテ

レビ視聴環境を供給するとともに地域に密着した自主放送チャンネル基盤を整備している。 

 （４）快適性 

   町内には、３箇所の町営保育園があり幼児保育が行われている。近年高齢者を中心に普及著しい

グラウンドゴルフについては、町内に施設を有しており、心身両面のリフレッシュに貢献している。

また、町の中央の市原には、２haの山村広場があり、町民の体力向上につながっており、町内の３

つの小中学校には夜間照明設備があり社会体育の向上に寄与している。 

 （５）文化性 

   本町には、満願寺の歴史的文化をはじめ貴重な文化財が数多くあり、これらを大切に守り後世に

残すため保護に努めているが、町民の文化財に対する関心と理解の低下が懸念されることから、保

護につなげることを目的とした普及・啓発を推進していく。また、無形民俗文化財である吉原神楽、

市原祇園社獅子舞、中原楽をはじめ、黒川の大名行列などの神幸行事等、地域特有の伝統文化が育

まれているものの、高齢化、過疎化により後継者が不足しており、保存・伝承が困難な状況にある。 
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第１０ 森林の整備その他林業の振興との関連に関する現況及び

見通し

１ 林業の概況 

 本町の林野面積は９，２８９haと町総面積の約８０％を占め、その内訳は国有林が約２９６ha、

民有林が約８，９９３ha。また、民有林の内訳は人工林が５，４４５ha、天然林が１，８４０ha

という状況である。 

 また、林業経営体１７４経営体あるが、そのうち保有山林１０ha未満が９４経営体（５４％）

で、５０ha以上の大規模経営体は８経営体（４．６％）に留まり、大半が零細となり、個別経営

体において林業のみで生計を維持することは困難である。 

 地域林業の中核を担う森林組合と更なる連携の下に森林経営計画対象面積の増加や林建・異業

種連携促進対策事業を活用するなど、新たな林業従事者の確保に努める必要がある。 

２ 農業振興と林業振興の関連する現状と問題点

 本町の農林業経営体の状況は３９７経営体のうち２８４経営体（約７２％）が農業と林業を併

せて経営を行っている。そのなかでも特用林産物（椎茸）は、農閑期の貴重な収入源となってい

る。 

 しかし、一戸当たりの経営耕地面積は１．１ha、保有山林面積１０．９５haと規模が小さく、

農業、林業それぞれのみで経営を行うことは難しく、農閑期である冬場には林業を行うなどをし

ている。 

 今後は林道や作業道などの路網整備、作業の機械化を進め、作業の効率化が急がれる。 

３ 林業の振興に関する諸計画の概要

 令和２年度からスタートする「南小国町森林整備計画」及び「南小国町まち・ひと・しごと総

合戦略（２０２０－２０２４年度）」に基づき、路網整備や機械化の推進と併せて、新たな林業従

事者の確保を計画する。 
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第１１ 地域の諸問題の解決を図るための各種の協定、申合わせ

等の実施状況

１ 協定制度の実施状況 

名 称 地区名 締結時期 有効期間 参加者 内 容 備 考 

年月 年 人

家族経営協定 南小国町 H13.3 － ３１ 農作業等分担  

〃 〃 H14.3 － １６ 〃  

〃 〃 H16.3 － １５ 〃  

〃 〃 H19.2 － １８ 〃  

２ 交換分合

 （１）実施状況 

地区名 実施時期 事業主体 対象面積 参加者 備 考 

年 月 ha 人

－ － － － －  

 （２）今後の見通し 

   該当なし 
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２ 市町村の財政状況 

単位：千円 

  平成 29 年 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 

歳 出 合 計（Ａ） 4,131,745 4,113,273 4,366,057 5,485,932 5,786,255

農業関係費（Ｂ） 494,230 411,377 473,887 428,428 393,610

市町村負担金 

Ｂ／Ａ（％） 12.0 10.0 9.2 7.8 6.8

財 政 力 指 数 0.21 0.21 0.21 0.22 0.21

実質収支比率(％) 9.5 11.2 27.2 23.0 17.4

実質公債費比率(％) 5.8 6.1 5.9 6.4 5.7

経常収支比率(％) 89.2 99.0 89.2 91.1 80.3

３ その他参考となる事項 


